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Ⅰ.緒 l=コ

稲作の機械化は,近年開発された田植機,バインダー,自走式脱穀機,自脱型コンバイン

等により急速に進んでいる｡とくに収穣作業における機械の普及率は,めざましいものがある｡

鹿児島県における稲作収穫用機械および通風乾燥機の導入状況および所有形態については

第1表　鹿児島県における水稲収穫用機械　　第2表　鹿児島県における水稲収穫用機械
及び通風乾燥機導入の推移

機 ■械 パ イ ン 自脱型

コ ンバ
イ ン

通 風

午
ダ ー 乾燥機

昭和 3 5 年 - - -
i 0■年

- - 3 ,63 1

4 1 年 - - 4 ,249

4 2 年 261 - 5 ,6 19

4 3 年 4 75 27 6 ,667

4 4 年 1 ,488 121 7 ,240

4 5 年 3 ,239 2 39 7 ,34 3

4 6 年 5 ,138 2 53 7 ,584

百戸当 り台数 (鹿児島県) 2 .33 0 .ll 3 .44

百 戸当 り台数 (全 国) 5 .01 1 .60 30 .7 1

及び通風乾燥機の所有形態

(昭和46年12月末現在)

機 械

所 有 数

所 有 形 態

個 人 共 同 団 体

自脱 型 コ ンバ イ ン 253

(% )

92 .0

(% )

5 ●1

(% )

2 ●9

バ イ ン ダ ー 5 ,138 96 .6 2 ●8 0 ■6

通 風 乾 燥 機 7 ,584 95 .0 3 ●5 1 ●5

注)鹿児島県調べ

注)鹿児島県調べ

第1表,第2表に示した｡概して収穫用機械の導入率は低く,全国比で,バインダーは約50

%,自脱コンバインは10%にも満たないし,自走式脱穀機に至っては,ほとんど導入されて

いないのが現状である｡通風乾燥機についても全国比は,約10%と極めて少ない｡また,こ

れらの所有形態をみると,全機種とも90%以上が個人所有であり,共同所有,団体所有とも

にわずかである｡鹿児島県の経営規模を考えるとき,機械利用組織は,甚だ不完全な状態に

あるということがいえよう｡また,最近10年間の推移をみると,自脱型コンバインはわずか

であるが増加の傾向にあり,バインダーから自脱型コンバイン-の移行が行なわれつつある

ことがわかる｡窪田ら3)は乾燥施設の未整備な地域では,コンバイン利用の体系よりも,バ

インダー利用の体系が有利となることを指摘しているように,鹿児島県においても,現在の
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乾燥機の普及率,利用組織の状態からみて,バインダーを中心とした,収穫体系が当分は続

くものと考えられる｡バインダーの刈取作業における作業能率と性能に関する研究は多く,

手刈に比較して,その高能率により刈取作業時の雇用労力は明らかに排除されており(14)ま

た手刈作業の肉体的苦痛を軽減したという意味からもその導入の意義は大きい｡しかし現状

は,機械の導入等による労働生産性の増加が,必らずLも農業所得に反映せず,それを農外

所得に依存するという悪循環を感じさせる(13)｡この傾向は経営規模の零細な,南九州農業に

おいてより一層,深刻なことが考えられるのであって,本研究の視点も,またここにある｡

矢尾板(12)が指摘したように,作業原価の低下は,一面では省力化による労賃の削減と,他

面,投入する物財費を必要最小限に止めるべきだという2面から論ぜられねばならない｡こ

のうち物財費の低下は固定費の削減により対処すべきであるが,このことは現状では機械の

稼動規模の拡大によって,初めて可能である｡コンバイン使用と異なり,バインダーを中心

とした収穫作業体系においては,刈取,結束作業の高能率化は実現し得ても,その後の工程

は依然として,自然乾燥を中心とした,旧作業体系であるというところに問題がある｡この

ように考えるとき,収穫体系が異なれば当然そのなかのバインダーの稼動量そのものも変化

することが予想される｡

著者らは上述の観点から,本学農場において,種々の水稲収穫作業に要する労働時間を測

定し,バインダーの稼動規模の拡大に関する若干の考察を鹿児島県農業との関連において行

なったので,ここに報告する｡

ⅠⅠ.試　験　方　法

本試験は鹿児島大学農学部附属農場水田を用いて, 1972年に実施した｡

1)試験区の構成

第3表　各収穫体系の作業工程

収穫体系 作 業 工 程

A バインダー刈 - 稲 架 掛 - 小 積 - 脱穀 (刈取完了後)

B バインダー刈ー 地 千 一 小 横 丁ー 脱穀 (刈取完了後)

C バインダー刈ー 稲 架 掛 - 圃場脱穀

D バインダー刈 - 地 干 - 圃場脱穀

E バインダー刈一 生 脱 穀

｣

第3表に示すように,現在,鹿児島県で行なわれている,バインダー刈を中心とした慣行

の4作業体系と,それに参考のため生脱穀を行う体系を設定した｡なお1体系当りの面積は

6aの整形圃場である｡土質は砂壌土で排水は良好であった｡供試品種は鹿児島地方の普通作
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品種であるタチカラを用いた｡栽植密度は17.9株/mZで, 24×24cmの正方形柏であった｡な

お,作柄は各区平均450kg短度であった｡

各収穫体系の概要は次の通りである｡ A体系はバインダー刈後,直ちに架干乾燥を7日間

行い,その後,稲束を屋内に小積しておいて脱穀する｡ B体系は, A体系のなかの架千を地

干により行うものである｡地千は,バインダーにより放出された刈取結束稲を,そのままの

状態で3日間乾燥する｡ C体系は刈取,架千を行なう点ではA体系と同様であるが,その後,

直ちに圃場脱穀を行なう｡圃場脱穀作業は自動脱穀機を圃場内に搬入して行ない,架干終了

徳,その日のうちに完了される｡ D体系は刈取,地千はB体系と同様であるが,直ちに圃場

脱穀を行なう｡ E体系は刈取後,楓水分20%前後ですぐに生脱穀し,通風乾燥機による乾燥

を行なう｡

2)調査方法

バインダーの作業能率に関する調査は10aの整形圃場を用いて,第5表に示した調査項目

について実測した｡バインダー刈以外の作業工程については,工　別に作業時間を実測して,

10a当り延べ時間に換算した｡また各体系で同質の作業工程については,供試圃場間の立地

条件は,ほぼ同一とみなされたので,それらの平均値をもって作業時間とした｡圃場作業量,

負担可能面積の算出に関しては, 1日当り実作業時間を8時間とし,また現在の鹿児島地方

における普通作水稲品種の,一最早生種と最晩生種の成熟期より,普通期水稲収穫可能期間を

10月10日より11月10日迄の31日間を想定して,その期間中の降雨日主数を除いた平年値(過去

75年平均) 25日を作業可能日数として用いた｡　　　　　　　　　L

3 )供試機及び供試条件

本試験に供試された,機械類とその供試条件については第4表に示した｡

第4表　供試機及び供試条件

ノヾ

イ

供 試 機 クボ タ H rC 502

刈 幅 (cm 60

ン Ⅰ 工 程 の 条 数 2

ダ

I
作 業 方 法 左 , 回力 刈

作 業 速 度 (m /秒 ) 0 .53

自 供 試 機 ヤ ンマー一E N l

動

脱

戟

扱 ′胴 の 幅 (mm ) 364

扱 胴 の 径 (mm ) 364

機

｣■■

扱 胴 の 回■転 数 550
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III.結果及び考察

1 )各収穫体系の作業時間

本試験の実施期間中の気象条件,バインダーの作業能率および各収穫体系の作業時間をそ

れぞれ第5表,第6表,第7表に示した｡

第5表　試験期間中の気象条件

月● 日 天 気
平 均 気 温 最 高 気 温 最 低 気 温 湿 度 降水 量

℃ ℃ ℃ % mm

10 . 2 1 ● 21 .7 22 .9 20 .5 7 9 5 ●5

2 2 ○ 16 .3 19 .7 14 .0 6 4
-

2 3 ■ o 15 .5 2 0 .9 10 .3 6 1
-

2 4 ○ 15 .2 2 1 .9 7 ●5 7 1
-

2 5 ① 17 .7 2 3 .7 ll .9 7 7 -

2 6 ● 19 .0 2 1 .2 17 .8 9 5 19 .0

2 7 ○ 18 .3 2 3 .5 12 .2 76 2 ●5

2 8 ○ 16 .1 2 1 .1 10 .1 7 7 -
2 9 ○ 16 .7 2 2 .9 ll .9 73 -
30 ○ 16 .9 24 .1 10 .5 77 9 ●5

3 1 ○ 14 .2 19 .9 9 ●9 70 -
l l . 1 ① 14 .4 1 9 .4 9 ●3 78 -

2 ● 1 7 .8 2 1 .7 1台●1 89 2 .0

第6表　バインダーの10a当り能率

刈 取 条 数 (条)
1

2

有 効 作 業 帽 (cm ) 60

有 効 速 度 (m /秒) 0 .53

有 効 作 業 量 (a/時) ll .45

刈 取作 業 時 間 (分) 97

(分)

(分)

(分)

86

6

5

周 囲 刈 面 積 ( a ) 0 .31

周 囲 刈 時 間 (分) 20

刈 取 作 業 量 (a /時) 6 .20

圃 場 作 業 量 (a /時) 5 .10

有 効 作業 効率 (% ) 44 .54

注)鹿児島地方気象台.気象月報.

第7表　各収穫体系の作業工程別作業時間(min/lOa)

A B C D E

バ イ ン ダ ー 刈 97 .0 97 .0 97 .0 97 .0 97.0

架 干 ■ 540 .0 - 540 .0 - -
紺 架架設 芸 255.0 - 255.0 - -

285.0 - 285.0 - -

小 積 262.4 285 .0 - - -
軍 { 歪 芸 ●票 芸 117 .4 140 .0 - - -

145 .0 145.0 - - -

圃 場 脱 穀
- - 807 .0 863 .7 980 .7

脱 穀 機 運 搬
- - 153 .4 153 .4 153 .4

内 脱 穀 機 収 納
- - 73 .9 73 .9 73 .9

束 寄 せ
- - 110 .0 166 .7 166 .7

訳 楓 運 搬 - - 66.7 66.7 66.7
脱 穀 - - 403.0 403.0 520 .0

屋 内 脱 穀 390 .0 390 .0 - - -

合 計 1 ,289 .4 772 .0 1 ,481.0 959 .7 1,077 .7
対 A 比 (% ) 100.0 60 .3 114 .9 74 .4 83.6
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刈取前日に5.5mmの降雨があったが,全圃場とも排水は良好で,バインダーの走行に支障

はなかった｡また倒状は全くみられず,刈取作業も順調であった｡第6表に示したようにバ

インダーの能率は毎時6.2aであって,全農㈹,或いは窪田ら(3)の結果と類似した｡バインダ
■

ー刈に先立って,畦畔際より1条分の周囲刈(手刈)を行なったが,この面積は31m2で20分を

要した｡この周囲刈時間を含めた刈取作業の圃場作業量は,毎時5.1aとなり,有効作業効率

は44.5%と低かった｡本試験は10aの圃場を用いたが,この周囲刈面積は,圃場区画の大小,

形状により変化すると思われるが,鹿児島地方における水田の,区画整理済のものの78%が

10a未満であるという現状(ll)からみて,周囲刈に要する多労性に関しては今後の問題であろ

う｡架干作業は刈取当日,水田内に稲架を設置して行なった｡段数は1段である｡材料は横

木に竹を,支柱に木を用いた｡架干作業は10a当り　540分で全作業中に占める割合は, A

体系が42.2%, C体系が36.5%であって,かなりの労働を要求されることが理解される｡な

お架干作業を分解してみると,資材運搬を含む稲架設置時間が47.2%,束寄せを含む稲架掛

作業が52.8%であった｡この架干作業は中林ら(4)窪田ら(3)とほぼ同程度の作業時間を示し

ている｡乾燥期間は架千が7日間,地千が3日間であった｡架干期間中の3日目, 4日目に

それぞれ19.5mm, 2.5mmの降雨があったが,乾燥に大きな支障はなかった｡架干期間中の平

均気温は16.9℃であった｡地干期間中は晴天が続き,乾燥は順調でその間の平均気温は16.1

℃であった｡屋内に収納して行なった小積作業は, A体系が262分, B体系が285分で地干

体系の方がやや時間を多く要している｡これは収納作業中の大束結束作業が架千の体系に比

べて,時間を多く要するためで,架千の場合,稲架掛作業自体が既に束寄せの機能を果して

いることを示している｡本試験では,小積作業は屋内に収納して行なったが,圃場での小積

作業の場合,稲束の運搬時間は大きく節約されることはいうまでもない｡圃場における脱穀

実作業の10a当り時間はC, D体系が403分, E体系が520分で, E体系の生脱穀に多く要

している｡これについて岩崎(5)は173%にまで増加することを報告している｡脱穀機の運搬,

設置及び稲の束寄せ等を含めた総脱穀時間はC, D, E体系がそれぞれ807分, 863分　980

分で脱穀作業の実作業率はそれぞれ49.9%, 46.7%, 53.0%であり　10aを基準としたとき

圃場脱穀作業の約半分は運搬作業,機械の設置,とりはずしに費やしていることがわかる｡

これ等は,圃場規模が大きくなれば減少することはいうまでもない｡

2 )各収穫体系における圃場作業量と負担可能面積

バインダーの稼動規模を可及的に拡大するという前提にたって,鹿児島地方における普通

期水稲収穫期間を10月10日～11月10日として,その間の1日当り労働時間8時間,バインダ

ーの作業可能日数25日として,各収穫作業体系の圃場作業量と負担可能面積を試算した｡

先ず圃場作業量であるが,これを制約する要因は栽培条件,圃場条件,天候,オペレータ
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-の習熟度等の,バインダーの能率に直接影響を与えるものと,間接的にバインダーの作業量

を制限するものとの両者が考えられる｡後者は環境条件に対して不安定な自然乾燥を中心と

した収穫体系の場合であって,地千はもちろん架干作業は刈取当日に,小積作業および圃場

脱穀作業は自然乾燥終了後,同日中に完了される.従って1日当りのバインダーの作業可能

量はこれら諸要因によって制約を受けることはいうまでもない｡すなわち作業単位(9)を構成

することとなるのである｡前述の労働時間の実測値をもとにして,作業人員と各工程別圃場

作業量との関係を第8表に示した｡ A体系の場合は, 4人以下の労力では架干作業量が作業

第8表　各収穫体系における作業単位を構成する作業工程別圃場作業量
と作業人員との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(a/day)

■ A B C D ｣

1 2 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3

(4 0 .8

4 0 .8

(4 0 .8

4 0 .8

*

4 0 .8

*

8 ●8

*

17 .6

*

2 6 .4

*

3 5 .2

4 4 .0

1 8 .2

3 6 .4

5 4 .6

7 2 .8

9 1 .0

4 0 .8

4 0 .8

*

4 0 .8 )

*

16 .7

*

3 3 .4

5 0 .1

(40 .8

40 .8

40 .8

(40 .8

40 .8

40 .8

*

(40 -8 )

8 ●8

1 7 .6

2 6 .4

3 5 .2

4 4 .0

5 2 .8

6 1 .6

*

5 ●9

*

l l .8

*

1 7 .2

*

2 3 .6

*

2 9 .5

*

3 5 .4

4 1 .3

40 .8 )

40 .8 )

40 .8 )

40 .8 )

4 0 .8 )

(4 0 .8 )

4 0 .8

*

(4 0 .8 )

*

5 ●6

*

l l .2

*

16 .8

*

2 2 .4

*

2 8 .0

*

3 3 .6

*

3 9 .2

4 4 .8

40 .8 )

(40 .8 )

40 .8 )

40 .8

40 .8 )

40 .8 )

40 .8 )

40 .8

*

40 .8

注)作業工程　1 :バインダー刈作業

2:架干作業

3:小積作業

4 :圃場脱穀作業

注) *印は作業単位の規模を規制する要因

注)バインダー刈はバインダー1台,作業人月1人

単位の圃場作業量を制約し, 5人以上の労力ではバインダーの作業量が制限要因となる｡同

様にB体系では2人以下で小積作業, 3人以上でバインダー刈が　C, D, E体系ではそれ

ぞれ, 6人, 7人, 8人以下で圃場脱穀作業が,また7L人, 8人, 9人以上でバインダー刈

が,それぞれの作業単位の圃場作業量の限定要因となる｡従って,各体系とも,バインダー

が充分な圃場作業量を発揮するためには,それぞれの制限要因となる工程を, B体系が3人

以上と最も少い労力で達成し,次いでA体系が5人以上, C体系が7人以上, D体系が8人

以上, E体系が9人以上の労力を必要とすることになる｡
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第8表で決定された,各体系の作業単位が順次に組み合わされて収穫が完了するわけであ

るが,第1図に示すように,架千の体系では,刈取当初からバインダこ刈と架干作業が, 1

第1図　各収穫体系における収穫期間中の作業構造

一
日
当
-
作
業
工
程

架干体系(A, C)

バインダ刈 ●地千の反復

小積(B )又は圃場脱穀(D )の反復

地干体系(B, D)

3日目　7日目 25日日　27日日　31日日

作業開始後日数

注)地干作業はバインダーにより放出された結束稲

をそのままの状態で行うため,バインダー刈と

同一工程とみなした｡

日のうちに重複して行なわれ,一定規模以上に収穫面積が増大すれば,更に小積作業(A体

系)または圃場脱穀作業(C体系)が重複することとなる｡地千の体系に対しても同様のこ

とがいえる｡この場合当然,小積,圃場脱穀作業が優先して行なわれるから,刈取,架干作業

はその作業時間を制約され,その分だけ,作業単位の規模は縮小されることとなる｡それを

避けるためにはバインダー刈以外の慣行部分への投下労力の増大が行なわれる｡こd)ことは
＼J

作業単位を構成する各工程に対して,各作業単位の規模に相当する面積を, 1日に完了しう

るだけの労力を必要とすることを意味するものである｡第2図に各収穫体系における,作業

単位の作業人員当りの負担可能面積を示した.同図中の作業人員は,作業単位の作業量と同

一量を各工程が1日に完了するに要する労力を,第8表に示した面積との比率により求めて

総計したものである｡

バインダーが本試験の能率で,他の工程の制約なしに,その作業量を充分に発揮した場合

には,負担可能面積は10.2haと推定されるが,地千一小積体系(B)は,全体系中,最も少い

労力でこれを達成している｡これはバインダーの制限要因としての小積作業が,全体系の慣

行部分中で最も省力的であることと,作業体系の作業構造が実質的に2工程と単純であるた
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第2図　各収穫体系における作業単位の作業人員当り負担可能面積

10　　11　12　　13

1日当り作業人員

め,複合期における,その投下労力を少くしているためである｡架千一小橋体系(A)は架干

作業に制約されて,バインダーが充分な稼動量を得るためには, B体系の約2.5倍の労力を

要している.圃場脱穀の体系は3体系とも,圃場脱穀作業が制限要因となり,バインダーの稼

動量を大きく制限する｡圃場脱穀作業は作業時間の項で述べた如く,作業時間の約50%は運

搬,機械設置,とりはずしに要し,圃場区画の大小,水田のまとまり具合で大きく変わると

思われる｡これを10a単位で行うとすれば, B体系にくらべて,地千一圃場脱穀体系(D)が

約2.5倍,生脱穀体系(E)が約3倍を要し,架千一圃場脱穀体系(C)は,圃場脱穀作業に多

労な架干作業が加わって3工程となり,約3.8倍の労力を要している｡このように圃場脱穀

の体系では労力的にみて,作業単位の縮小は避け難いものになると思われ,これを回避する

ためには圃場脱穀作業を機械化する必要があろう｡鈴木(2)岸本ら(1)は圃場脱穀作業は移動

式脱穀機を採用することにより大きく省力化されることを示している｡しかしC体系の場合

は圃場脱穀作業を機械化し,省力化されても,架干作業がバインダー作業の制限要因として

残ることは明らかである｡

以上,述べてきたように,作業原価を引き下げるための一法として,バインダーの稼動量

の拡大を考えるとき,その制限要因として架干作業が注目される｡このことに関して,窪田

ら(3)は架千を解消することによる省力化は大きいとし,また川島(8)田原迫ら(7)は架千を排

除した生脱穀が省力効果は大であるとしており,清水(6)も同様のことを認めている｡鹿児島
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県における架干地帯は,地形的にみて,その60%強は%.00以上の傾斜地に位置している｡傾斜

地における収穫作業は大変複雑であるし,この点に着目した労働力解析は将来の問題とした

い｡一万,平坦部架干地帯には暖地の気象条件を加味して,地干体系適用が可能な乾田がか

なりあるとも考えられるが,いずれにしても零細農の多い鹿児島農業の平坦地における収穫

作業のなかで,地千をとるか,或は架千をとるかは再考されねばならない問題であると考え

る｡

バインダーの稼動量を拡大するためには,その作業量を増大することはもちろんであるが,

収穫期幅を拡大することも重要となってくる｡本試験では収穫期幅を31日と仮定したが, 1

品種について限定すると,その収穫適期幅はほぼ7日前後と考えられ,収穫期幅を拡大する

ためには,早中晩品種の計画的作付体系で対処されねばならない｡

清水(6)によると,バインダーの負担面積が年間に2ha以上でなければ,手刈よりも経済的

に不利になるといわれる｡ところが周知のように,鹿児島県の2ha以上の耕地面積をもつ農

家数は微々たるものである｡それにもかかわらず,労働力の不足からバインダーの導入をは

かるとすれば,その効率的利用のために,当然,共同利用一現行でも手間替を主とする,い

わゆる｢ゆい｣の慣行は多いが-が考えられねばならないであろう｡

Ⅳ.摘　　　　　要

本報告はバインダーの稼動規模の拡大という点に着目し,その合理的運用をはかる目的で,

慣行の4種の収穫体系を中心とし,生脱穀を行う作業体系を加味して比較検討を行なったも

のである｡

1 )各収穫体系の作業工程について所要時間を実測した｡バインダーの能率は毎時6.2aと標

準的なものであったが10a当りの周囲刈面積が全圃場の3.1%と大きくなり,刈取作業の

有効作業効率は44.5%と低くなった｡架干作業の所要時間は10a当り　540分と,かなりの労

働力を必要とした｡小積作業は架干,地千の体系がそれぞれ　262分285分であった｡圃場脱

穀作業は架干,地干,生脱穀の体系がそれぞれ　807分, 864分　981分と多労であった｡それ

らの脱穀の実作業率はそれぞれ　49.9%, 46.7%, 53.0%であり,圃場脱穀作業の約50%は

運搬,機械設置,とりはずしに要した｡生脱穀作業は,自然乾燥後の脱穀にくらべて　120

%から140%を要した｡

2)鹿児島地方における普通期水稲の収穫期間を10月10日～11月10日迄の31日間として,そ

の間の1日当り労働時間8時間,バインダーの作業可能日数25日として,各収穫体系の圃場

作業量,負担可能面積を検討した｡バインダーの圃場作業量は40.8aであったが,各収穫体

系で,これを制限する要因は,架千一小積体系(A)では架干作業,地千一小積体系(B)では小
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積作業,架千一圃場脱穀体系(C),地千一圃場脱穀(D),生脱穀体系(E)ではそれぞれ圃場脱

穀作業であった｡バインダーが刈取作業量を制約されずに,本試験の能率で稼動したとすれ

ば,収穫期間中の負担可能面積は10.2haと推定されるが,しかしバインダーの負担可能面積

は,バインダー刈以外の作業工程に対する投下労力により,大きく影響される｡ B体系は,

なかでも最も少い労力で10.2haを達成し, A, C, D, E体系はそれぞれ, B体系の約2.5倍,

約3･8倍,約2.5倍,約3倍の労力を要するものと思われ,バインダーの稼動量を拡大すると

いう面からは,地千一小積作業の有利性が浮彫りにされるように思われる｡
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